
『12号条例（駅周辺地）』で認める開発について

（都市計画法第34条第12号）

パンフレット（２）

１．趣旨と経緯

本市では、少子高齢化の進行などによるコミュニティ維持の懸念に対し、秩序ある土地利用

を確保しつつ定住人口の増加による地域の活性化を促すための１１号条例（５０戸連たん）と、

駅を中心とした区域の定住の促進と活性化のための１２号条例（駅周辺地）を制定し、運用し

てきました。

そのような中、令和４年４月１日に改正都市計画法が施行され、「法改正による開発許可制

度の見直しについて（技術的助言）」において、市街化調整区域における浸水ハザードエリア

等の開発規制の厳格化により、条例区域から除外するよう示されたことから、土砂イエロー

ゾーン及び浸水ハザードエリアについても除外し、改正法の施行に合わせ運用します。

２．開発許可の基準

（１）条例区域イメージ図

②開発しようとする用途・規模に応じた有効幅員以上のアクセス道路に接続する区域

③公共下水道が整備されている区域（それ以外の場合は合併浄化槽を設置すること。）

（３）災害ハザードエリア等の除外

◇災害レッドゾーン及び災害イエローゾーン等を含まない区域であること

災害
レッドゾーン

災害危険区域 地すべり防止区域

急傾斜地崩壊危険区域 土砂レッドゾーン

災害
イエローゾーン

土砂イエローゾーン 浸水ハザードエリア（浸水想定深３ｍ以上）

その他の
開発不適区域

農振農用地 景観を保全する区域 など

ただし、災害イエローゾーンについては、次のいずれかに該当する場合は、例外的に

条例区域に含まれるものとします。

➀久留米市地域防災計画に定められた指定避難所（避難所、福祉避難所）から概ね

１ｋｍ以内の範囲（対象区域イメージ図中の「★」の部分）

➁床面の高さが浸水想定深以上となる居室を設ける場合（同図中の「★」の部分）

（４）開発区域（敷地）の形態

※ 上の図中、「☆，★，★」（星印）の部分が条例区域となります。

住宅（宅地分譲含む。）

開発区域１０００㎡未満の住宅以外の用途のもの
有効幅員４ｍ以上

開発区域１０００㎡以上の住宅以外の用途のもの 有効幅員６ｍ以上

 

建築物の用途に応じた敷地面積の下限・上限、間口、奥行の上限の規定があります。

①次の対象駅から概ね半径５００ｍ以内の範囲

（２）土地の要件

ＪＲ 荒木 御井 善導寺 筑後草野

西鉄 宮の陣 津福 安武 大善寺 五郎丸 学校前 古賀茶屋

（凡例）
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①開発しようとする者の自らの居住の用に供する住宅

（６）建築物の形態

戸建ての自己用住宅・自己用兼用住宅
戸建ての非自己用住宅・非自己用兼用住宅

店舗・飲食店等
工場・事務所

建蔽率 ６０％以下

容積率 １００％以下 ２００％以下

高さ １２ｍ以下

壁面後退 ※ １ｍ以上

※ 外壁等の中心線の長さの合計、物置等の軒高・床面積による緩和はありません。

【問い合わせ先】 久留米市役所１２階 都市建設部都市計画課（開発チーム）

電話 （0942） 30－9343

ＦＡＸ （0942） 30－9714

PUBL.R5.04/E

㈠ 戸建ての自己用住宅 開発しようとする者の居住の用に供する住宅

㈡
戸建ての

自己用兼用住宅

ア．開発しようとする者の業務の用に供する事務所、

店舗等と住宅を兼ねるもの

イ．床面積の１/２以上を住宅の用に供し、かつ、業務の

用に供する部分が５０㎡以内のもの

ウ．原動機の出力の合計が０．７５ｋｗ以下のもの

第一種住居専用地域で建築できる用途（抜粋）

事務所
物品販売業
を営む店舗

サービス業を
営む店舗

食堂

喫茶店 学習塾 アトリエ

②開発しようとする者の自らの居住の用に供しない住宅

㈢ 戸建ての非自己用住宅

㈣
戸建ての

非自己用兼用住宅

ア．居住しようとする者の業務の用に供する事務所、

店舗等と住宅を兼ねるもの

イ．㈡に同じ／ウ．㈡に同じ

第一種住居専用地域で建築できる用途（抜粋）

㈡ に同じ

賃貸住宅 建売住宅 宅地分譲

③住宅以外のもの

㈤ 店舗、飲食店等

ア．次に掲げる用途のもの

イ．床面積の合計が１５００㎡以内かつ２階建て以下のもの

ウ．原動機の出力の合計が０．７５ｋｗ以下のもの

㈥ 工場

ア．次に掲げる用途のもの

イ．㈤に同じ／ウ．㈤に同じ

㈦ 事務所
ア．床面積の合計が１５００㎡以内かつ２階建て以下のもの

イ．原動機の出力の合計が０．７５ｋｗ以下のもの

第一種中高層住居専用地域で建築できる用途（抜粋）

物品販売業
を営む店舗

サービス業を
営む店舗

飲食店 学習塾

華道教室 銀行の支店

第二種中高層住居専用地域で建築できるもの

食品製造業を営む工場

（５）開発できる用途

◇事前協議する内容

⑴条例区域内である

ことの確認

⑵災害ハザードエリ
ア及び対策の確認

⑶用途、敷地の形態
等

⑷公共施設の配置
等

３．手続きフロー

事前協議・周辺住民への説明（報告）が必要です。ただし、戸建ての自己用住宅または戸建

ての自己用兼用住宅の場合は不要です。農地転用等がある場合は、別途手続きが必要です。
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周辺住民説明 報告書提出

４．Ｑ＆Ａ

Ｑ １２号条例（駅周辺地）の区域と１１号条例（５０戸連たん）の区域が重複する場合は？

Ａ 原則として、１２号条例（駅周辺地）の区域として取扱います。

◇周辺住民に説明する内容 （対象者／開発区域から概ね５０m以内の土地・建物の所有者）

⑴開発区域の位置 ⑵予定する工期 ⑶予定する用途 ⑷公共施設の配置
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